
　

平
成
２７
年
度
は
、
第
４
次
越
谷
市

総
合
振
興
計
画
の
着
実
な
推
進
と
、

中
核
市
移
行
を
契
機
に
、
県
東
部
地

域
の
揺
る
ぎ
な
い
中
心
都
市
と
し
て
、

市
民
が
誇
れ
る
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く

り
を
さ
ら
に
推
進
す
る
た
め
、
安

全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く
り
を
念
頭
に
、

保
健
衛
生
環
境
の
充
実
や
子
育
て
し

や
す
い
環
境
づ
く
り
の
推
進
な
ど
市

民
サ
ー
ビ
ス
の
拡
充
を
意
識
し
予
算

編
成
を
行
い
ま
し
た
（
主
な
事
業
は

３
面
参
照
）。

　

予
算
規
模
は
、
一
般
会
計
で
前
年

度
比
４
・
３
％
増
の
８
９
９
億
円
、

９
つ
の
特
別
会
計
と
病
院
事
業
会
計

を
合
わ
せ
た
全
会
計
の
総
額
は
前
年

度
比
６
・
８
％
増
の
１
７
２
８
億
１

６
０
０
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

 

歳
入

市
税
は
前
年
度
比
０・７
％
減

　

全
体
の
５
割
を
占
め
る
市
税
は
、

市
民
税
が
前
年
度
比
０
・
７
％
増
の

２
１
９
億
５
６
０
０
万
円
、
固
定
資

産
税
が
３
年
ご
と
の
評
価
替
え
の
影

響
な
ど
に
よ
り
１
・
８
％
減
の
１
７

３
億
７
０
０
０
万
円
な
ど
で
、
全
体

で
前
年
度
比
０
・
７
％
減
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

諸
収
入
は
、
救
急
医
療
対
策
事
業

に
係
る
補
償
金
な
ど
に
よ
り
前
年
度

比
１
０
４
・
５
％
増
、
使
用
料
お
よ

び
手
数
料
は
、
子
ど
も
・
子
育
て
支

援
新
制
度
施
行
に
伴
い
公
立
保
育
所

の
保
育
料
を
負
担
金
か
ら
使
用
料
と

し
た
こ
と
な
ど
に
よ
り
前
年
度
比

８４
・
７
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

国
庫
支
出
金
は
、
子
ど
も
子
育
て

支
援
交
付
金
の
新
設
や
道
路
整
備
事

業
に
係
る
補
助
金
が
増
加
し
た
こ
と

な
ど
に
よ
り
前
年
度
比
４
・
６
％
増
、

市
債
は
、
公
共
施
設
整
備
に
係
る
通

常
債
の
減
少
な
ど
に
よ
り
前
年
度
比

９
・
５
％
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
地
方
消
費
税
交
付
金
は
、

消
費
税
率
引
上
げ
の
影
響
が
通
年
化

す
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
前
年
度
比

３４
・
４
％
の
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

 

歳
出

扶
助
費
は
前
年
度
比
８・４
％
増

　

扶
助
費
は
、
生
活
保
護
扶
助
費
の

ほ
か
、
子
ど
も
や
障
が
い
の
あ
る
方

に
係
る
給
付
費
な
ど
の
増
加
に
よ
り

前
年
度
比
８
・
４
％
増
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

普
通
建
設
事
業
費
は
、
老
人
福
祉

セ
ン
タ
ー
ひ
の
き
荘
整
備
事
業
や
救

急
医
療
対
策
事
業
な
ど
に
よ
り
前
年

度
比
８
・
１
％
増
、
物
件
費
は
、
中

核
市
移
行
に
伴
い
権
限
移
譲
さ
れ
る

業
務
を
行
う
た
め
の
経
費
や
斎
場
の

修
繕
に
係
る
運
営
委
託
料
の
増
加
な

ど
に
よ
り
前
年
度
比
６
・
３
％
増
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

公
債
費
は
、
過
去
の
市
債
の
償
還

完
了
な
ど
に
よ
り
前
年
度
比
７
・

６
％
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
繰
出
金
は
、
国
民
健
康
保

険
特
別
会
計
や
介
護
保
険
特
別
会
計

な
ど
の
経
費
の
増
加
な
ど
に
よ
り
前

年
度
比
７
・
１
％
増
と
な
っ
て
い
ま

す
。
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歳出（目的別内訳）
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問合せ・財政課

一
般
会
計
予
算
は
８
９
９
億
円（
４・３
％
増
）

款　名 予　算　額 構成比（％）前年度比（％）
議　会　費
総　務　費
民　生　費
衛　生　費
労　働　費
農林水産業費
商　工　費
土　木　費
消　防　費
教　育　費
災害復旧費
公　債　費
諸 支 出 金
予　備　費
合　　　計

5億9106万円
88億1464万円
381億6975万円
110億559万円

7163万円
4億5568万円
7億2028万円
97億7301万円
35億5342万円
92億6563万円

2万円
72億8829万円

9101万円
1億円

899億円

3.4
▲4.2
5.6
22.4
5.4
▲7.6
▲13.2
▲0.7
12.6
5.4
0.0
▲7.6
▲14.1
0.0
4.3

0.7
9.8
42.5
12.2
0.1
0.5
0.8
10.9
3.9
10.3
0.0
8.1
0.1
0.1

100.0

一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
病
院
事
業
会
計
を
合
わ
せ
て

総
額
１
７
２
８
億
１
６
０
０
万
円

〜「
保
健
衛
生
」「
子
育
て
」を
重
視
〜

平成27年度
予算の概要

※表示単位未満を四捨五入しているため、
各費目の合計が合計値と一致しない場
合があります。

通常債：大規模な公共工事を実施する際に
借り入れる借金。市では市債残高
を減らすために、一般会計の通常
債の借り入れを毎年度50億円以
下に抑制しています。

特例債：特例として減税補てん債や臨時財
政対策債など国の政策により借り
入れた借金。

市債（借入）残高 通常債

年度 23

353
億円

324
億円

677
億円

367
億円

315
億円

682
億円

380
億円

307
億円

687
億円

393
億円

298
億円

691
億円

411
億円

280
億円

691
億円

24 25 26（見込） 27（見込）

特例債

市民税
6万5745円

固定資産税
5万2013円

軽自動車税
797円

市たばこ税
6737円

事業所税
1985円

都市計画税
6755円

＊市民1人当たりの額は、平成27年3月1日現在の総人口（333,957人）で割ったものです 

6万4341円 5万5315円 2万1824円 2万7399円 4万6516円 5万3801円

市の借入金の
返 済 に

学校、道路、公園
等の建設などに

委託料や光熱水費
などの管理費に

その他（負担金や貸
付、補修費用などに）

職員の給与や
議員報酬などに福祉サービスに

市民１人当たりの市税負担額は、13万4032円

市民１人当たりの予算額は、26万9196円

地方消費税交付金
消費税の一部が交付
されるもの
43億円
4.8％（34.4％）

県支出金
県から交付されるお金
52億6035万円
5.8％（3.9％）

市債
建設事業などを行う
ための市の借金
64億6280万円
7.2％（▲9.5％）

国庫支出金
国から交付されるお金
136億8038万円
15.2％（4.6％）

その他自主財源
前年度からの繰越金や
分担金および負担金など
17億8418万円
2.0％（▲23.0％）

繰入金
基金からの取り崩しなど
16億円
1.8％（▲20.0％）

諸収入
広告料収入や施設
収入など
53億7395万円
6.0％（104.5％）

市税
市民税や固定資産税など
447億6100万円
49.8％（▲0.7％）

その他依存財源
一定の割合で国や県から
交付されるお金など
13億5001万円
1.5％（▲4.9％）

地方交付税
地方の財政力を調整するため
国税の一部が交付されるもの
36億円　4.0％（7.5％）

繰出金
特別会計の経費の一部を
負担するもの
90億3760万円
10.1%（7.1%）

物件費
委託料や光熱水費などの
管理費
155億3424万円
17.3%（6.3%）

普通建設事業費等
学校、道路、公園などの
建設費等
91億5023万円
10.2%（8.1%）

公債費
市が借り入れた地方債
（借金）の返済金
72億8829万円
8.1%（▲7.6%）

扶助費
児童手当や生活保護
などの福祉サービス費
214億8708万円
23.9%（8.4%）

人件費
職員の給与や議員
報酬など
184億7295万円
20.5%（4.9%）

その他
施設の補修や予見できない
支出に備える経費など
4億8685万円
0.5%（1.9%）

貸付金
中小企業への貸付金など
3億3701万円
0.4%（▲21.8%）

歳入

歳出（性質別内訳）

義務的経費：支出が義務付けられている経費
投資的経費：将来にわたって使用できる建物、道路などを整備する経費

一般会計の内訳　※表示単位未満を四捨五入しているため、各費目の合計が合計値と一致しない場合が
あります。％は構成比、カッコ内は前年度比

補助費等
ごみ処理や高齢者医療、
病院などにかかる負担金や
団体への補助金など
81億575万円
9.0%（▲4.4%）

自主財源：市が自主的に収入できるお金
依存財源：国や県の裁量で割り当てられるお金

使用料および手数料
施設の利用や証明書を発行
する際にいただくお金

17億2734万円　1.9％（84.7％）

義務的経費
472億4832万円
52.5%（4.3%）

自主財源
552億4646万円
61.5%（4.4％）

依存財源
346億5354万円
38.5%（4.2％）

投資的経費
91億5023万円
10.2%（8.1%）

その他の経費
335億145万円
37.3%（3.3%）


